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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 〇 ・変 更)

て は

医療法人
理事長

新生十全
赤木 博

会
京都市伏見区日野西風呂町5番地

特定事業者の

主たる業種 病 院
該当する事業
者要件

″ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油ぼ哀
算して1,500キロリットル以上))   ヽ

炉 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

打 京都府地球温暖化対策条例施行規貝J第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模llF出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基本方針 ESCO事業、エネルギーの天然ガス転換等、補助金、助成金を積極的に使用。

推 進 体 制 事務局を中心とし、各部署との連携を図 り温暖化対策

年度ごとの具
体的な取組及

び措置

年 度 試偏 、対象、工程等 計 画 内 容

18～ 19 電  力 共有部分の照明1/3を働引き、夜間点灯時間の短縮をし、1研電力佐月量を削減する。

lS～19 ガ  ス
空調機の連騒スタシュール変更 般 定温度管理、
虚水ボイラーの貯湯糟温度殻定変更によるガス■用量を1研削減する。

18～ 19 ガンリン アイ ドツングス トップ実施事の向上、外出頻度を下げる事により、〃ノツシ使用まを1弘削減する。

温室効果ガス
の排出量等

排出区分
基 準午 反 (実預 ,

(16)年度
(二酸化炭素張算 (t))

日僚年度 (計回)
(19)年 度

(二酸化炭嘉演算 て,))

副 滅 等

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 9,202 523        t 8,287 099       t -99   C/e

B輸 送車両排出区分 t t
3/。

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ■1        9202 523       t 2     8,287 099      t -99   %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭素援算 (t

森林の保全及び整備 (整備面精) (吸収■) t

府内産の木材の利用 〈和1用量) n' (削減畳) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

(完電室) kwh 〈削減&) t

て熱供給量) (削減畳) t

グリーン電力の購入 て藤入曇) (削減■) ↓

削減量等合計 t

差引排出量

て排出合計一常け減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲ1       9202 523 t (や2)一て,3)     8287 099    t -9 9     %

特記事項
H17年度より、ESCO事業によるエネルギー削減、C02削減を実施してきたことにより、

H16年度ベースでc02を約朝肖せ減し、現在も削減に取組中。

連 絡 先

担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

芭 1該 当する口には レ印を記入してください。特定軍第者以外で目主参加される母東君の方は、レ印の記入は不要でえ
2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。
9「 事業所尊排出区分Jと は、京都市内の事業所等の事業活動のたあのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを 「輸送車両排出区分J

とは 自 動車連送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する温宣劾昇ガスを 鉄 道事業者については保有する貨物車
両又fi旅客車両のjF出するi巳生効果ガスを 「そのlL排出区分Jと は、上記以外の京都市内における事業所年の事業活動に伴い発生する温隻効
昇ガスをいいます。

4「 特記事項Jに は 平 成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出畳の対比やエネルギー原単位C02排 出逮 省 エネ製品開発など也者の温室
効果ノス排出削減への貫献、グツーン調達の採用 特 定フ,ンなどの条例指定タトのほ宣劾呆ガスの肖け滋などを記入してくださ↓、


